
貸  借  対  照  表

平成１７年３月３１日現在

平成１６年度 株式会社リョーイン

円 円

 流  動  資  産 11,269,086,548  流  動  負  債 5,044,438,854

現 金 預 金 110,178,463 支 払 手 形 154,534,936

受 取 手 形 107,445,609 買 掛 金 3,332,789,904

売 掛 金 5,808,626,381 未 払 金 102,313,830

製 品 93,534,534 未 払 事 業 所 税 30,842,900

原 材 料 33,227,407 未 払 消 費 税 等 107,686,008

仕 掛 品 236,646,082 未 払 費 用 705,018,380

貯 蔵 品 17,994,355 未 払 法 人 税 等 263,374,675

繰 延 税 金 資 産 86,500,000 前 受 金 6,298,215

立 替 未 収 金 16,098,022 預 り 金 341,580,006

短 期 貸 付 金 4,746,290,740

そ の 他 流 動 資 産 15,747,849  固  定  負  債 2,679,018,977

貸 倒 引 当 金 ▲3,202,894 退 職 給 付 引 当 金 2,600,978,977

 固  定  資  産 2,961,358,827 役員退職慰労引当金 78,040,000

  有形固定資産 820,698,406

建 物 174,670,741 7,723,457,831

構 築 物 1,275,395

機 械 装 置 224,712,612

車 両 運 搬 具 33,317,409  資　　本　　金 1,000,000,000

工 具 器 具 備 品 386,722,249 　 

  無形固定資産 281,810,715  資 本 剰 余 金 293,750,000

ソ フ ト ウ ェ ア 222,844,505   資 本 準 備 金 293,750,000

ソフトウェア仮勘定 24,928,200

その他無形固定資産 34,038,010  利 益 剰 余 金 5,202,833,634

  投資その他の資産 1,858,849,706 利 益 準 備 金 250,000,000

投 資 有 価 証 券 397,700,000 任 意 積 立 金 4,765,000,000

子 会 社 株 式 104,000,000 別 途 積 立 金 4,765,000,000

出 資 保 証 金 189,890,140 当 年 度 未 処 分 利 益 187,833,634

長 期 前 払 費 用 7,461,238

前 払 年 金 費 用 27,407,887  株式等評価差額金 10,403,910

繰 延 税 金 資 産 1,122,388,910

そ の 他 投 資 等 52,045,479 6,506,987,544

貸 倒 引 当 金 ▲42,043,948

14,230,445,375 14,230,445,375

金　額科　目

資 本 合 計

（ 資  本  の  部 ）

科　目

負 債 合 計

負債及び資本合計資 産 合 計

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

金　額



損  益  計  算  書

 　平成１６年  ４月  １日から

平成１６年度  　平成１７年  ３月３１日まで 株式会社 リョーイン

（  経  常  損  益  の  部  ） 円 円 

32,456,270,440   

26,124,398,589   

5,783,520,238   31,907,918,827   

548,351,613   

7,933,223   

489,710   8,422,933   

235,680   

57,411,909   57,647,589   

499,126,957   

237,600,000   237,600,000   

261,526,957   

236,500,000   

▲57,000,000   179,500,000   

82,026,957   

162,056,677   

56,250,000   

187,833,634   

法人税､住民税及び事業税

中 間 配 当 金

特 別 損 失

（  特  別  損  益  の  部  ）

当 年 度 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益

販売費及び一般管理費

税 引 前 当 年 度 純 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他 費 用

経 常 利 益

科　　目 金　　額

そ の 他 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金

営 業 損 益 の 部

営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価



重要な会計方針

  1.有価証券は子会社株式は原価法､その他の有価証券は時価のあるものは､当年度末日の市場価格に基づく

    時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算出)、時価のないもの

    は原価法(移動平均法)によっている。

  2.棚卸資産は一部を除き原価法(個別法)により評価している。

  3.有形固定資産の減価償却方法は定率法によっている。

　　但し､平成10年度の税制改正に伴い､平成10年4月1日以降に取得した建物(附属設備を除く)については､

　　定額法を採用している。

　　無形固定資産の減価償却方法は定額法によっている。なお､ソフトウェア(自社利用)については社内に

　  おける見込利用可能期間(5年)に基づく定額法によっている。

  4.貸倒引当金は､金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により､

    貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上している。

  5.退職給付引当金は､従業員の退職給付に備えるため､当年度末における退職給付債務(割引率２％)及び

    年金資産の見込額に基づき計上している。

    なお､当年度末における退職給付債務のうち､企業年金制度に係るものについては､年金資産見込額が

    退職給付債務見込額を超過しているため､超過額を前払年金費用に計上している。

    過去勤務債務は､各年度の発生額について発生年度で一括処理している。

    数理計算上の差異は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による定率法

    により､翌年度から費用処理することとしている。

  6.役員退職慰労引当金は､役員の退職慰労金の支給に備えるため､内規に基づき当年度末要支給額の100％

    を計上している。なお､これは商法施行規則第43条に規定する引当金である。

  7.消費税及び地方消費税は税抜経理処理をしている。

貸借対照表の注記事項

  1.支配株主に対する金銭債権・債務

    短 期 金 銭 債 権 3,899,012,058 円

   短 期 金 銭 債 務 338,531,365 円

  2.子会社に対する金銭債権・債務

   短 期 金 銭 債 権 66,846,315 円

   短 期 金 銭 債 務 383,104,991 円

  3.有形固定資産の減価償却累計額 2,976,563,512 円

  4.貸借対照表に計上した固定資産のほか､複写業用設備の一部並びに電子計算機及びその周辺機器の一部

    についてはリース契約により使用している。

  5.保証債務 490,110,788 円

　6.商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は 10,403,910円

    である。

損益計算書の注記事項

  1.支配株主との取引高

   売     上     高 19,623,762,955 円

  2.子会社との取引高

   売     上     高 124,685,909 円

   仕     入     高 796,412,972 円

   営業取引以外の取引高 687,722 円

  3.１株当たりの当年度純利益    72 円 91銭


